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国立大学法人豊橋技術科学大学 第４期中期目標・中期計画 

 

中 期 目 標 中 期 計 画 

（前文）法人の基本的な目標  

豊橋技術科学大学は、技術を支える科学の探究によって新たな技術

を開発する学問、「技術科学」の教育・研究を使命とし、豊かな人間

性、グローバルな感性及び自然と共生する心を持つ、実践的・創造

的・指導的技術者を育成するとともに、次の時代を拓くトップレベル

の先端的な研究を行うことを基本理念としている。 

本学の顕著な特色は、工学・技術科学に興味・関心を持つ高等学校

卒業生を学部１年次（入学定員80名）に受け入れるとともに、学部３

年次に、大きな編入学定員（編入学定員360名）枠を設け、技術教育

を学んできた高等専門学校卒業生を受け入れ、技術科学の教育を実施

している点にある。 

高等専門学校卒業生を数多く受け入れる新構想により設立された本

学は、高等専門学校との様々な分野での連携をミッションとしてい

る。 

第４期中期目標期間におい ては、技術科学の基礎・専門を繰り返

して、らせんのように積み上げる「らせん型教育」、社会での実践教

育である「実務訓練」、「学部・大学院一貫教育」等の本学の特徴あ

る教育を充実・強化し、実践的・創造的・指導的な技術者を育成す

る。 

国際化の観点から、海外拠点の戦略的活用、国際通用性のあるプロ

グラムの実施、優れた外国人留学生の受け入れ、日本人学生の海外派

遣を発展展開し、グローバルキャンパスの実現を図る。 

また、開学以来、企業等との共同研究等を通じ、産学連携拠点の形

成を絶対的使命の一つとしており、本学の強みである実践的な研究力

をさらに強化し、産業・社会にイノベーションをもたらす最先端研究

を強力に推進する。 

さらには、地域との共創を積極的に推進し、本学の立地する地域は

元より、高等専門学校との連携をさらに強化することにより、各高等

専門学校の立地する地域の課題を解決して地域の持続的発展をアカデ

ミアとして先導する。 
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◆ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和10年３月31日までの６

年間とする。 

 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 

１ 社会との共創 

（１）人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産

業、製造業、サービス産業等）の生産性向上や雇用の創出、文

化の発展を牽引し、地域の課題解決のために、地方自治体や地

域の産業界をリードする。① 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措置   

１－１ 大学内の関係組織の機能を強化し、地域の特色や地域が抱える課題やニー

ズに合致した実践的・専門的なリカレント教育、質の高いSDGs教育等を実施

し、地域の課題を解決する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 地域産学官金が連携したプラットフォーム等を活用し、地域の課題解決に

向けた共同研究等を実施し、地域の課題を解決する。 

 

 

 

評価指標 

 

1-1-1 リカレント教育、SDGs教育等の環境整備・充実

（令和４年度に、実践的・専門的なリカレント教育及びSD

Gs教育の導入等について検討。検討結果に基づき令和９年

度までに、座学実習併用、オンライン・対面併用、遠隔実

験型の講座を実施・点検・改善。情報発信方法を点検・改

善。） 

評価指標 

 

1-1-2 リカレント教育、SDGs教育等の講座修了後のアン

ケートにおける修了者の満足度を７割とする（令和４年度

に、アンケート構築。以降、毎年度実施しアンケート結果

を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 

評価指標 

 

1-2-1 地域の課題解決に資する共同研究等の契約数を105

件（年平均）とする（令和９年度末） 

２ 教育 

（２）特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本

的な思考の枠組みを身に付けさせるとともに、視野を広げるた

めに他分野の知見にも触れることで、幅広い教養も身に付けた

人材を養成する。（学士課程）⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

２－１ 本学の特徴である学部・博士前期課程一貫の「らせん型教育」を見直し

て、基礎、応用、実践力の向上に加えて、分野融合、複合領域への対応力を

強化する学習体系（新らせん型教育）を再構築する。 

 

※らせん型教育：基礎と専門をらせんのように、より高度な内容に繰り返す教育 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

2-1-1 卒業認定・学位授与の方針（DP）、教育課程編

成・実施の方針（CP）の再定義及び「らせん型教育」の再

構築（令和４年度から、DP、CPの再定義と「新らせん型教

育」の構成を検討。令和７年度までに、再定義・再構築の

実施。以降、点検・改善。） 
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２－２ 教育のDXを推進して、学生が自ら知識を獲得し、学習する能力を向上させ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ SDGs等を含めたリベラルアーツ教育を充実させて、分野融合・複合領域の

課題に対応する幅広い教養を身につけた人材を養成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 社会との連携の下に実施している実務訓練、アントレプレナー教育、MOT

（management of technology）教育等を充実させて、実践的な高度技術者、

先導的技術者を養成する。 

評価指標 

 

2-1-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 

評価指標 

 

2-2-1 メディア型授業、デジタル教材を用いた授業等の

充実・強化（令和４年度に、メディア型授業、デジタル教

材の利用法について検討。以降、順次導入し、毎年度継続

して点検・改善。） 

評価指標 

 

2-2-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 

評価指標 

 

2-3-1 文理融合型のこれからの工学分野に相応しいリベ

ラルアーツ教育の再構築（令和５年度までに、工学分野に

相応しいリベラルアーツ教育の構成を検討。以降、順次改

善。継続して再構築された講義内容の点検・改善。） 

評価指標 

 

2-3-2 SDGsに関係する授業の導入・強化（令和４年度

に、全学的な取組・リベラルアーツ教育としてのSDGs授業

の導入と、全ての授業科目及び全学生の研究テーマへのSD

Gsラベリングを検討し、順次実施。継続して、実施状況の

点検・改善。） 

評価指標 

 

2-3-3 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 
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（３）研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を

養成する。高度の専門的な職業を担う人材を育成する課程にお

いては、産業界等の社会で必要とされる実践的な能力を備えた

人材を養成する。（修士課程）⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実務訓練：企業等において、実社会における技術者としての問題への取り組み方

を学ぶ正課授業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 複数指導教員による指導体制、研究計画書の作成等を実施し、課題解決力

を向上させ、学生による国内外の研究成果発表を促進する。 

 

 

 

 

 

 

２－１ 本学の特徴である学部・博士前期課程一貫の「らせん型教育」を見直し

て、基礎、応用、実践力の向上に加えて、分野融合、複合領域への対応力を

強化する学習体系（新らせん型教育）を再構築する。（再掲） 

 

※らせん型教育：基礎と専門をらせんのように、より高度な内容に繰り返す教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

2-4-1 学外機関等と連携した技術者教育プログラムの充

実・強化（令和５年度までに、実務訓練、アントレプレナ

ー・MOT教育等の相互関係、履修条件等の検証の実施。以

降、検証を踏まえたプログラムの整理・統合、産学連携・

大学間連携・高専連携・自治体との連携強化に向けた体制

整備。） 

評価指標 

 

2-4-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 

評価指標 

 

3-1-1 学生による研究成果発表の促進・強化（令和４年

度に、学生の論文数、学会発表数等について全学的に把握

する仕組みの構築。以降、毎年度調査・検証。検証結果に

応じて研究成果発表等の増加策の検討・実施。） 

評価指標 

 

2-1-1 卒業認定・学位授与の方針（DP），教育課程編

成・実施の方針（CP）の再定義及び「らせん型教育」の再

構築（令和４年度から、DP、CPの再定義と「新らせん型教

育」の構成を検討。令和７年度までに、再定義・再構築の

実施。以降、点検・改善。）（再掲） 

評価指標 

 

2-1-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。）（再

掲） 
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２－２ 教育のDXを推進して、学生が自ら知識を獲得し、学習する能力を向上させ

る。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ SDGs等を含めたリベラルアーツ教育を充実させて、分野融合・複合領域の

課題に対応する幅広い教養を身につけた人材を養成する。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 社会との連携の下に実施している実務訓練、アントレプレナー教育、MOT

（management of technology）教育等を充実させて、実践的な高度技術者、

先導的技術者を養成する。（再掲） 

 

評価指標 

 

2-2-1 メディア型授業、デジタル教材を用いた授業等の

充実・強化（令和４年度に、メディア型授業、デジタル教

材の利用法について検討。以降、順次導入し、毎年度継続

して点検・改善。）（再掲） 

評価指標 

 

2-2-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。）（再

掲） 

評価指標 

 

2-3-1 文理融合型のこれからの工学分野に相応しいリベ

ラルアーツ教育の再構築（令和５年度までに、工学分野に

相応しいリベラルアーツ教育の構成を検討。以降、順次改

善。継続して再構築された講義内容の点検・改善。）（再

掲） 

評価指標 

 

2-3-2  SDGsに関係する授業の導入・強化（令和４年度

に、全学的な取組・リベラルアーツ教育としてのSDGs授業

の導入と、全ての授業科目及び全学生の研究テーマへのSD

Gsラベリングを検討し、順次実施。継続して、実施状況の

点検・改善。）（再掲） 

評価指標 

 

2-3-3 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。）（再

掲） 
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（４）深い専門性の涵養や、異なる分野の研究者との協働等を通じ

て、研究者としての幅広い素養を身に付けさせるとともに、独

立した研究者として自らの意思で研究を遂行できる能力を育成

することで、アカデミアのみならず産業界等、社会の多様な方

面で求められ、活躍できる人材を養成する。（博士課程）⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実務訓練：企業等において、実社会における技術者としての問題への取り組み方

を学ぶ正課授業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１ 博士後期課程学生に対し、複数指導教員体制、実践的なインターンシッ

プ、産学連携型ジョブマッチング、企業交流会等による、研究力向上及びキ

ャリアパス向上に向けた取組を実施し、社会の多様な方面で活躍できる人材

を養成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 学長裁量経費等の学内予算、企業からの奨学金等の充実及び経済的支援制

度の再構築を通じて、博士後期課程学生に対する経済支援を充実させるとと

もに、独立した研究者として自らの意思で研究を遂行できる環境を構築す

る。 

 

 

 

 

評価指標 

 

2-4-1 学外機関等と連携した技術者教育プログラムの充

実・強化（令和５年度までに、実務訓練、アントレプレナ

ー・MOT教育等の相互関係、履修条件等の検証の実施。以

降、検証を踏まえたプログラムの整理・統合、産学連携・

大学間連携・高専連携・自治体との連携強化に向けた体制

整備。）（再掲） 

評価指標 

 

2-4-2 学生アンケート等による満足度、理解度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。）（再

掲） 

評価指標 

 

4-1-1 研究力向上及びキャリアパス向上に向けた取組の

充実・強化及びキャリアパスの多様性の確保（令和４年度

から、複数指導教員体制の構築、実践的創造的な技術開発

型中長期インターンシップ、産学連携型ジョブマッチン

グ、企業交流会等による、研究力向上及びキャリアパス向

上に向けた取組の実施。令和７年度以降、継続して点検・

改善。産業界への就職割合30％とする（令和９年度末：第

４期中期目標期間中の平均）。） 

評価指標 

 

4-2-1 経済的支援の仕組みの充実・強化（「生活費相当

額を受給する博士後期課程学生」について、修士課程から

の進学者の７割とする（毎年度）。） 



法人番号：４８ 

 

- 7 - 

 

 

 

 

 

（５）学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了

後のネットワーク化、海外の大学と連携した国際的な教育プロ

グラムの提供等により、異なる価値観に触れ、国際感覚を持っ

た人材を養成する。⑫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－１ マレーシア・ペナン等の海外拠点を整備・強化し、交換留学やダブルディ

グリープログラムなどの、単位取得を伴う海外派遣を拡大する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２ メディア教育等の活用や、重点交流大学やJICA等とのネットワークを通じ

た単位互換制度の取組などの国際協働を通じて、留学生受け入れ、留学生支

援を充実させて、高い留学生割合を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

4-2-2 博士後期課程学生に対する研究費支援率を100％と

する（令和４年度に制度を構築。以降、毎年度。） 

評価指標 

 

5-1-1 学生・教職員交流数、国際共同教育の実施状況な

どの客観的指標に基づく海外拠点の整備・強化（令和５年

度までに、客観的指標に基づいた交流の実態の可視化・種

別化の実施。以降、重点化・海外拠点に係る予算の新

設。） 

評価指標 

 

5-1-2 海外への派遣日本人学生の割合を８％とする（令

和９年度末：第４期中期目標期間の平均） 

評価指標 

 

5-1-3 派遣日本人学生アンケートによる満足度を７割と

する（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施

しアンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 

評価指標 

 

5-2-1 受入れ留学生支援の充実・強化（メディア教育等

の活用による重点交流大学やJICA等との単位互換制度など

国際協働の取組の実施（毎年度）。継続的な留学生相談・

支援体制の一環としての高度専門職の配置。）   

評価指標 

 

5-2-2 外国人留学生の割合を14％とする（令和９年度

末：第４期中期目標期間の平均） 

評価指標 

 

5-2-3 外国人留学生アンケートによる満足度を７割とす

る（令和４年度に、アンケート構築。以降、毎年度実施し

アンケート結果を踏まえたPDCAサイクルを実施。） 
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５－３ 帰国留学生の情報を収集する事により留学生とのネットワークを強化し、

帰国留学生に対するフォローアップを推進する。 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

5-3-1 帰国留学生の情報収集の仕組みの強化（令和５年

度までに、情報収集の仕組み等の整理・検証。以降、検証

を踏まえた留学生からの情報提供の仕組みの構築、海外同

窓会の支援・連携強化。） 

３ 研究  

（６）地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の

実現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎的

知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、社会変革に

つながるイノベーションの創出を目指す。⑮  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）若手、女性、外国人など研究者の多様性を高めることで、知

の集積拠点として、持続的に新たな価値を創出し、発展し続け

るための基盤を構築する。⑰ 

 

 

 

 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

６－１ 本学のフラグシップ研究所であるエレクトロニクス先端融合研究所（EIIRI 

S）を含む技術科学イノベーション研究機構の機能強化を図るとともに、発展

的改革を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

６－２ 技術科学イノベーション研究機構を中心に社会・地域の課題解決及び産業

育成・創出につながる社会実装研究、自治体の施策提言につながる社会提言

研究を推進する。 

 

 

 

 

 

７－１ 若手研究者の研究環境を継続的に改善するとともに、テニュアトラック制

を維持する。若手研究者の雇用に関する計画を立てるとともに、40歳未満の

若手研究者雇用を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

6-1-1 研究力強化に向けた組織の充実・強化（令和６年

度末までに、社会実装化、実用化応用研究を目指した、異

分野融合領域における研究拠点（研究所等）の新設。令和

８年度末までに、新設した研究所等の検証、外部評価の実

施。以降、評価を基にした改善。） 

評価指標 

 

6-2-1 社会課題解決及び産業育成・創出に貢献した社会

実装・社会提言研究について、12件とする（令和９年度

末：６年間の総計） 

評価指標 

 

7-1-1 年齢・職位等のバランスを考慮した雇用計画とキ

ャリアパスの構築に関する取組の充実・強化（令和４年度

に、絶対的任期制の原則廃止及び助教、准教授のテニュア

トラック制の実施。令和９年度末までに、優秀な若手教員

の教授登用及び研究所への配置。） 
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７－２ 女性研究者の研究環境を改善するとともに、雇用に関する計画を立てるこ

とにより、女性研究者の雇用を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

7-1-2 若手研究者の研究環境の充実・強化（令和４年度

に、若手研究者雇用計画の策定。新任教員スタートアップ

支援、教育研究活動活性化のための研究費支援、論文発表

支援の実施（毎年度）。令和５年度までに、40歳以下の若

手研究者の国内外研究機関等への留学・体験等の推進・支

援策の新設・実施。） 

評価指標 

 

7-2-1 年齢・職位等のバランス及びキャリアパスの構築

と連動した雇用計画の充実・強化（令和４年度に、女性研

究者や多様な人材の研究環境を改善するためのダイバーシ

ティ推進センターの設置、ロールモデルの設定。） 

評価指標 

 

7-2-2 女性研究者の研究環境の充実・強化（令和４年度

に、女性研究者雇用計画を策定し、男女双方の研究者が研

究活動と育児・介護等を両立できる環境整備、性差等に視

点をおいたプロジェクト等の検討。以降、検討結果を踏ま

えた取組の実施・改善。） 

４  その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 

（８）高等専門学校出身者を主たる学生とする大学として、高等専

門学校との教育・研究・社会貢献における連携をさらに高度化

し、高等専門学校が立地する地方の課題解決に貢献する。【独

自】 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための

措置 

８－１ 高等専門学校との連携に基づく技術者教育の体系を再構築するとともに、

高等専門学校と連携して技術の実装力・創造力の高い人材養成を全国展開す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

8-1-1 高等専門学校と連携した教育に係る取組の充実・

強化（「高等専門学校との連携教育プログラム」などの高

等専門学校と連携した教育事業の改善。教員人事交流の継

続（毎年度）。） 

評価指標 

 

8-1-2 地域にて実施する技術者教育に係る取組の充実・

強化（第３期中期目標期間に引き続き、本学、長岡技術科

学大学、国立高等専門学校機構のプラットフォームを拡

充。令和９年度末までに、高等専門学校の立地する地域に

おける人材養成事業の開発・実施。） 
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８－２ 高等専門学校と連携した共同研究等を積極的に展開し、高等専門学校が立

地する地域の課題解決の取組を強化する。 

 

 

 

 

 

 

８－３ 本学、長岡技術科学大学、国立高等専門学校機構の交流を促進し、３機関

の有機的連携をさらに強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

8-2-1 高等専門学校と連携した共同研究の推進に向けた

取組の充実・強化をし、産学連携を含んだ高等専門学校と

本学との共同研究数を30件とする（令和９年度末：第４期

中期目標期間中の総計） 

評価指標 

 

8-3-1 本学、長岡技術科学大学、国立高等専門学校機構

の組織運営等に関する連携に係る取組の充実・強化（継続

的に、研究データベースの構築、運用を実施。令和９年度

末までに、３機関の授業連携、教育研究機器の共同利用な

どの新たな連携事業の実施。） 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（９）内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経

営に生かすための仕組みの構築、学内外の専門的知見を有する者

の法人経営への参画の推進等により、学長のリーダーシップのも

とで、強靭なガバナンス体制を構築する。㉑ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備

について、保有資産を最大限活用するとともに、全学的なマネ

ジメントによる戦略的な整備・共用を進め、地域・社会・世界

に一層貢献していくための機能強化を図る。㉒ 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

９－１ ガバナンス・コードの適合性を絶えずチェック・更新し、コードに沿った

厳格な運営を行う。 

 

 

 

 

９－２ 経営協議会の他、学長の諮問機関であるアドバイザー会議等により、外部

の知見を法人経営に生かす仕組みを継続する。 

 

 

 

 

 

 

10－１ 施設マネジメント基本方針、キャンパスマスタープラン等に沿って施設整

備並びに施設の有効活用及びスペースの効率的運用を進め、学内外での共用

を戦略的に推進する。 

 

 

評価指標 

 

9-1-1 ガバナンス・コードの適合状況（本法人が適合す

べき原則に対して適合率100％（毎年度）） 

評価指標 

 

9-2-1 外部の知見を法人経営に生かす仕組みの強化及び

意見等の法人経営への反映（令和５年度までに、外部から

のアドバイス・提言の知見を法人経営に生かすための強化

策の検討・実施。以降、毎年度、検証・実施。） 
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10－２ 教育研究設備マスタープランに沿って整備を進め、学内外での共用を戦略

的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

10-1-1 施設マネジメント基本方針、マスタープラン等に

よる施設整備・施設の有効活用等の仕組みの強化（「施設

マネジメント基本方針」、「キャンパスマスタープラ

ン」、「インフラ長寿命化計画」を踏まえ、令和５年度ま

でに、担当理事のもと、全学的な組織である施設マネジメ

ント戦略本部、戦略企画会議等において、スペースの整

備・再配分や課金制度の在り方等を見直し、実行状況を毎

年度、検証していく仕組みを構築。） 

評価指標 

 

10-1-2 学内外での施設の共同利用の仕組みの強化（令和

５年度までに、キャンパス全体について、全学的なマネジ

メントの観点での有効活用（新たなスペースの確保）、収

益の確保等に向けて目標等を見直し、検証する仕組みの整

備。以降、毎年度、実行状況を検証。） 

評価指標 

 

10-2-1 マスタープランによる設備整備の体制及び仕組み

の強化（令和５年度までに、寄附金、基金など多様な財源

活用や、DXによる他機関との設備の共有化、遠隔利用、リ

ノベーションなどの新たな観点を踏まえたマスタープラン

検討体制及びマスタープランの実行状況を検証する仕組み

の構築。以降、毎年度実行状況を検証。） 

評価指標 

 

10-2-2 学内外での設備の共同利用の仕組みの強化（令和

５年度までに、学内外での設備の共同利用の仕組みの再構

築。令和９年度末までに、機器の遠隔化・半遠隔化の検

討・実施。） 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

（11）公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進

めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用

や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促進のための出

資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立

を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、その機

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

11－１ 安定的な財政基盤を確立するため、中長期の財務の基本方針を策定し、公

的資金のほか、産業界等からの外部資金、寄付金等を含めた財務計画、資産

運用計画を策定し、財源の多元化の促進、安定的な財政基盤をマネジメント

する。 
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能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。

㉓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11－２ 学内の各種の戦略部門が担うIR分析の結果等により、学長裁量経費等を活

用し、学内の資源配分の最適化を進める。 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

11-1-1 外部資金比率について15.4％とする（令和９年度

末：第４期中期目標期間の平均） 

評価指標 

 

11-2-1 IR分析の結果等に基づく資源配分の最適化に向け

た取組の強化（学内総予算に占める学長戦略枠予算13％、

教員総定員に占める学長戦略枠定員22％とする。（令和９

年度末：第４期中期目標期間の平均）） 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び

評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項 

（12）外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自

己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用いたエビ

デンスベースの法人経営を実現する。併せて、経営方針や計

画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育

研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホルダー

に積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法

人経営に対する理解・支持を獲得する。㉔ 

 

 

 

Ⅳ  教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状

況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

12－１ 学長を総括責任者として、大学点検・評価委員会が中心となって、「自己

点検・評価の基本方針」等に基づき、定期的に自己点検・評価を実施し、そ

の結果を公表する。 

 

 

 

 

 

 

12－２ 本学の強みや事業展開を分かりやすく整理し、財務データ・非財務データ

に基づいた統合報告書等を作成し、ステークホルダーに公開するとともに、

双方向の対話の提供機会を増やす。 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

12-1-1 自己点検・評価の実施状況、評価結果の公表状

況、自己点検・評価結果の活用（自己点検・評価のサイク

ル：部局は６年に１回、教育組織は３年に１回、中期目

標・中期計画は毎年度。） 

評価指標 

 

12-2-1 ステークホルダーに対する積極的な情報発信及び

双方向の対話の機会の強化（令和４年度に、財務情報と非

財務情報を合わせた統合報告書の新規作成。以降、毎年度

作成。令和５年度までに、ステークホルダーとの対話のた

めの組織等を新設。以降、定期的な会議等の開催。） 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

（13）AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデ

ジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等により、業

務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化するとともに、

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 

13－１ DX推進計画を策定し、業務運営体制を整備するとともに、大学業務全般と

キャンパス環境のデジタル化を推進する。また、セキュリティ対策基本計画

を策定し、情報セキュリティを確保する。 
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事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、

必要な業務運営体制を整備し、デジタル・キャンパスを推進

し、また、情報セキュリティを確保する。㉕ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 

 

13-1-1 大学業務全般とキャンパス環境のデジタル化に向

けた仕組み・取組の充実・強化及び情報セキュリティの確

保（令和５年度までに、RPAの新規導入、データ指向型の

業務フローへの変革、ジョブ型専門職員を中心としたITス

キルアッププログラムの実施等を検討。以降、検討結果を

踏まえて本法人に合ったDXの取組を実施。令和４年度に、

セキュリティ対策基本計画の策定。以降、毎年度、計画内

容の実施・検証。）  

 Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

 Ⅶ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

   ９億円 

 

 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 

 

 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 １ 重要な財産を譲渡する計画 

    職員宿舎（愛知県豊橋市牛川通１丁目17－７）の土地の全部（640平方メートル）及

び建物の全部（２棟、各164平方メートル）を譲渡する。 

 

 Ⅸ 剰余金の使途 

毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科学

大臣の承認を受けて、教育研究の質の向上及び業務運営の改善に充てる。 

 

 Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

総合研究棟改修 

ライフライン再生 

小規模改修 

総額   ８１０ 施設整備費補助金（５２８） 

（独）大学改革支援・学位授与

機構施設費交付金 

（２８２） 
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（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について令和４年度以降は令和３年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変

動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において

決定される。 

 

２．人事に関する計画 

本学の教育研究の活力を維持し伸ばすため、年齢や職位の構成等の偏りによる組織

の硬直化を避け、定年退職者数等を踏まえた人材の多様性、雇用の安定性と流動性の

一定程度の両立を推進する雇用計画、人事配置、人材育成等を計画的かつ戦略的に行

う人事計画等を策定する。 

（１）年齢構成の適正化 

    年齢・職位のバランスを考慮した雇用計画、人事配置、人材育成等を計画的かつ

戦略的に行う人事計画等を策定する。 

（２）人材の多様性の確保 

    若手教員、女性教員及び外国人教員の雇用を促進する。 

    若手教員はテニュアトラック制度の適用を促進する。 

（３）年俸制の推進 

    教育職員のうち、令和２年４月１日以降に新たに職員となった者、それ以前から

の職員であった者のうち本人の同意を得た者について、新年俸制の適用を推進す

る。 

（４）流動性の向上 

    クロスアポイントメント制度の適用を促進し、人材の流動性を高め、多様な人材

の確保、活発な人事交流を図る。 

（５）実行管理 

    本計画の実行管理については、人事委員会において行う。 

（６）その他 

本計画は、計画期間中における、社会情勢の変化や本学の経営方針の転換等に柔

軟に対応するため、計画期間中であっても見直すことがある。 

 

３．コンプライアンスに関する計画 

本法人の役職員等が、法令及び本法人の規則等を遵守し、公平・公正かつ誠実に職

務を遂行し、本法人に対する社会的信頼の維持を図るとともに、健全な大学経営に資

するため、役職員等に対しコンプライアンスに関する研修等の啓発活動を行う。 

  また、法令違反その他不正行為が生じている又は生じようとしている場合に通報で
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きる窓口の周知を図るとともに、不正行為には毅然として対応し、不正行為等の早期

発見又は是正を図る。 

研究不正の防止のため、全教職員及び全学生に対する研究倫理教育を実施し、研究

倫理の意識向上を図るとともに、研究公正責任者、研究倫理教育責任者等により構成

する研究公正委員会において、毎年度、不正防止体制並びに研究倫理教育等を検証及

び改善する。 

毎年度、不正防止計画を検証及び策定し、全構成員に対して周知するとともに、適

正な研究費の使用に係る学内ルール等を含めたコンプライアンス教育及び啓発活動を

実施すること等により、研究費の不正使用を防止する取組を徹底する。 

 

４．安全管理に関する計画 

（１）学生・教職員の健康の保持増進及びメンタルヘルス対策の充実  

・健康診断の受診率向上及びフォローアップの充実を図る。  

・健康管理及びメンタルヘルスに関する相談体制の充実を図る。 

・長時間勤務による健康障害防止に取り組む。  

・学生・教職員の受動喫煙防止対策禁煙支援に取り組む。  

（２）安全な修学・就業環境の確保  

・衛生管理者・産業医による職場巡視を行う。  

・地震等の災害を想定した環境整備を推進する。  

（３）毒物・劇物の適正管理  

・毒物・劇物の適正管理を行う。  

（４）感染症対策の充実  

・修学・就業に影響を及ぼす感染症の予防対策の充実を図る。  

（５）安全衛生教育及び啓発活動の推進  

・学生・教職員に対する安全衛生に関する学内の講習会を開催するとともに、管理監

督者に対する安全配慮義務に関する教育を含めた安全衛生教育を実施する。  

・労働安全衛生に係る有資格者の増員を図る。 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担行為の必要性及び資金計画

への影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行う。 

 

６．積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

① 学生宿舎Ｅ棟整備費の一部 

② 長期修繕計画に基づくインキュベーション施設、研究施設，外周道路の長寿命化

のための整備費の一部 

③ その他教育、研究に係る業務及びその附帯業務 



法人番号：４８ 

 

- 16 - 

 

 

７．マイナンバーカードの普及促進に関する計画 

学生及び教職員に対し、マイナンバーカードの取得促進のための情報提供・普及促

進を図るとともに、取得状況の調査を定期的に実施し、取得率の把握をする。 

 

 

 別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

 
 

学部 

工学部 １，０４０人 

 

（収容定員の総数） 

 １，０４０人 

研究科等 

工学研究科 ８９２人 

 

（収容定員の総数） 

 修士課程・博士前期課程 ７９０人 

博士後期課程 １０２人 
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 別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予算 

 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

自己収入 

 授業料及び入学料検定料収入 

 附属病院収入 

 財産処分収入 

 雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

計 

 

 

 

２２，１８９ 

５２８ 

０ 

２８２ 

９，３７６ 

８，２５３ 

０ 

０ 

１，１２３ 

６，０７３ 

０ 

３８，４４８ 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

計 

 

 

 

３１，５６５ 

３１，５６５ 

０ 

８１０ 

０ 

６，０７３ 

０ 

３８，４４８ 

 

[人件費の見積り] 

   中期目標期間中総額１９，３７３百万円を支出する。（退職手当は除く。） 
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注）人件費の見積りについては、令和５年度以降は令和４年度の人件費見積り額を踏まえ試

算している。 

注）退職手当については、国立大学法人豊橋技術科学大学退職手当規程に基づいて支給する

こととするが、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程

において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

 

[運営費交付金の算定方法]   

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した

数式により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕 

  ①「教育研究等基幹経費」：以下の金額にかかる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＤ（ｙ）。 

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかか

る給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

    ・ 学長裁量経費。 

  ②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＥ（ｙ）。 

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件費相

当額及び教育研究経費。 

・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

  ③「ミッション実現加速化経費」：ミッション実現加速化経費として、当該事業年度に

おいて措置する経費。 

 

 〔基幹運営費交付金対象収入〕 

  ④「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた

額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（令和４年度入学料免除率で算

出される免除相当額については除外。） 

  ⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容

定員超過分等）及び雑収入。令和４年度予算額を基準とし、第４期中期目標期間中は

同額。 

 

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

  ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 
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運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の数式により算定。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 

 （１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数） 

 （２）Ｅ（ｙ）＝ {Ｅ（ｙ－１）× α（係数）} × β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ） 

             ± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ） 

 （４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------------- 

   Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

   Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

   Ｆ（ｙ）：ミッション実現加速化経費（③）を対象。なお、本経費には各国立大学法人

の新たな活動展開を含めたミッションの実現の更なる加速のために必要と

なる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年

度における具体的な額を決定する。 

   Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他収入（⑤）を対象。 

Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額 

新たな政策課題等に対応するための補正額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額

を決定する。 

   Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額 

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額

を決定する。 

   Ｕ（ｙ）：成果を中心とする実績状況に基づく配分 

各国立大学法人の教育研究活動の実績、成果等を客観的に評価し、その結果

に基づき配分する部分。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額

を決定する。 

   

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------------- 

    Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応する
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ために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程におい

て当該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

 【諸係数】 

α（アルファ）：ミッション実現加速化係数。△0.8％とする。 

第４期中期目標期間中に各国立大学法人が蓄積してきた知的資源を活用

して社会変革や地域の課題解決に繋げることを通じ、各法人の意識改革を

促すための係数。 

β（ベ ー タ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案し

て必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算された

ものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。 

なお、運営費交付金で措置される「ミッション実現加速化経費」及び「特殊要因経費」

については、令和５年度以降は令和４年度と同額として試算しているが、教育研究の進展

等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成

過程において決定される。 

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、大学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び

長期借入金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、令和４年度の受入見

込額により試算した収入予定額を計上している。 

 

注）業務費、施設整備費及び船舶建造費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試

算した支出予定額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等によ

り行われる事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、令和４年度の償還見込額により

試算した支出予定額を計上している。 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「教育研究組

織調整額」、「一般診療経費調整額」及び「病院収入調整額」については、０として試算

している。また、「政策課題等対応補正額」については、令和５年度以降は令和４年度予

算積算上の金額から「成果を中心とする実績状況に基づく配分」及び「法科大学院公的支

援見直し分」を０として加減算して試算している。 
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２．収支計画 

 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

 

３８，４７１ 

３８，４７１ 

３５，７２１ 

９，５８１ 

０ 

５，０８６ 

３８４ 

１３，７２４ 

６，９４６ 

１，１７８ 

０ 

０ 

１，５７２ 

０ 

 

３８，４７１ 

３８，４７１ 

２１，７５４ 

６，４３０ 

１，４４２ 

２４９ 

０ 

５，０８６ 

８１５ 

０ 

１，１２３ 

１，５７２ 

０ 

 

０ 

０ 
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注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

 

 

３．資金計画 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

 運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

 

 

３９，５９９ 

３６，９００ 

１，５４８ 

０ 

１，１５１ 

 

３９，５９９ 

３７，６３８ 

２２，１８９ 

８，２５３ 

０ 

５，０８６ 

９８７ 

１，１２３ 

８１０ 

８１０ 

０ 

０ 

１，１５１ 

  

注）施設費による収入には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における施設費交付

事業に係る交付金を含む。 

 

 


